
 

-1- 

 

 

株式会社ジャルパック （単位：千円）

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

流動資産 24,106,100            流動負債 12,687,864            

現 金 及 び 預 金 1,373,398                   2,913,660                   

営 業 未 収 入 金 6,329,017                   28,751                       

貯 蔵 品 28,162                       4,434                         

短 期 貸 付 金 8,973,504                   173,305                     

為 替 予 約 156,978                     635,732                     

前 払 費 用 7,101,547                   7,639,968                   

そ の 他 の 流 動 資 産 353,491                     51,622                       

貸 倒 引 当 金 △210,000                  1,240,387                   

固定資産 3,746,634              固定負債 956,125                

（有形固定資産） （ 29,950                       ） 656,550                     

建 物 及 び 付 属 設 備 27,035                       299,575                     

工 具 器 具 備 品 2,914                         

負債合計 13,643,990            

（無形固定資産） （ 1,666,612                   ）

電 話 加 入 権 18,880                       株主資本 14,150,039            

ソ フ ト ウ ェ ア 1,525,364                   資本金 80,000                       

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 122,367                     資本剰余金 7,121,176                   

35,000                       

（投資その他の資産） （ 2,050,072                   ） 7,086,176                   

関 係 会 社 株 式 489,495                     利益剰余金 9,676,025                   

投 資 有 価 証 券 17,300                       10,990                       

長 期 貸 付 金 326,400                     9,665,035                   

前 払 年 金 費 用 1,301,332                   別 途 積 立 金 2,371,200                   

そ の 他 の 投 資 241,944                     繰 越 利 益 剰 余 金 7,293,835                   

貸 倒 引 当 金 △326,400                  自己株式 △2,727,162               

評価・換算差額等 58,704                  

繰延ヘッジ損益 58,704                       

純資産合計 14,208,744            

資産合計 27,852,734            負債・純資産合計 27,852,734            

有形固定資産の減価償却累計額 100,407                     千円

当期純損益金額 △ 975,430 千円

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

そ の 他 利 益 剰 余 金

長 期 預 り 営 業 保 証 金

繰 延 税 金 負 債

純　　資　　産　　の　　部

資 本 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

未 払 費 用

契 約 負 債

預 り 金

事 業 構 造 改 善 引 当 金

貸　借　対　照　表

2026年３月31日現在

資　　　産　　　の　　　部 負　　　債　　　の　　　部

営 業 未 払 金

未 払 金
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個 別 注 記 表  
 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式  移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法 

 

② 棚卸資産 

貯蔵品            先入先出法による原価法 

(貸借対照表価額は収益性の低下によ

る簿価切下げの方法により算定）  

 

③ デリバティブ 

為替予約           時価法 

 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産         定率法 

                                  ただし、2016 年４月１日以降に取得した 

建物附属設備については定額法を採 

用しております。 

                            

② 無形固定資産 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについて 

は、社内における利用可能期間（主とし 

て 5 年）に基づいております。 

 

 

（３）引当金の計上基準 

① 貸倒引当金  売上債権、貸付金等の債権の貸倒によ 

る損失に備えるため、一般債権につい 

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権 

等特定の債権については個別に回収 

可能性を検討し、回収不能見込額を計 

上しております。 

 

② 退職給付引当金または前払年金費用    従業員の退職給付に備えるため、当事 

業年度末における退職給付債務及び 

年金資産の見込額に基づき計上してお 

ります。 

なお、当事業年度末においては、年金 

資産の額が退職給付債務に未認識数 
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理計算上の差異等を加減した額を超え 

ているため、前払年金費用として貸借対 

照表に計上しております。 

数理計算上の差異については、各事業 

年度の発生時における従業員の平均残 

存勤務期間以内の一定の年数（５年）に 

よる定額法により按分した額を翌事業年 

度から費用処理しております。 

 

   ③事業構造改善引当金               事業構造改善に伴い発生する費用およ 

                                 び損失に備えるため、事業構造改善引 

                                 当金を計上しております。 

 

 

（４）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

収益及び費用の計上基準  当社は、主に海外・国内の企画旅行商 

品及び海外の手配代行旅行商品を提 

供する義務を負っており、企画旅行商 

品の提供についてはサービスの提供期 

間にわたり、手配代行旅行商品につい      

てはサービスの提供時点において、収 

益を認識しております。 

 

 

２．収益認識に関する注記 

           収益を理解するための基礎となる情報「1. 重要な会計方針に係る事項に関する注 

記」の「（4）収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。 

 

 

３．会計上の見積りに関する注記 

       計算書類の作成に当たり、経営者は会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び 

費用の報告額に影響を及ぼす仮定に基づく見積りを行っております。これらの見積 

りは、過去の実績及び事業年度の末日において合理的であると考えられる様々な 

要因を勘案した、経営者の最善の見積り及び判断に基づいておりますが、将来に 

おける実際の結果は、これらと異なる可能性があります。見積り及びその基礎となる 

仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを見 

直した期間及びそれ以降の将来の期間において認識されます。なお、固定資産の 

減損や繰延税金資産の認識等のもととなる将来業績の見積りは、当社の経営ビジョ 

ン及び年度計画を基礎としており、経営ビジョン及び年度計画期間の需要予測を主 

要な仮定として織り込んでおります。これらの仮定には不確定要素があり、今後の当 

社の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

経営者が行った計算書類の金額に重要な影響を与える見積りは次のとおりです。 
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   （１）固定資産の減損 

        期末日現在の対象資産（帳簿価額：有形固定資産 29,950 千円、無形固定資産 

1,666,612 千円）について、減損が生じている可能性を示す事象があるかを検討し、 

減損の兆候が存在する場合には、当該資産について減損損失の計上要否の検討を 

行っております。 

当期においては、営業利益が計上され、将来業績の見積りにおいても引き続き営業利

益を見込んでいるため、減損の兆候はないと判断しております。 

 

  (2)繰延税金資産の認識 

        当社は、将来減算一時差異および税務上の繰越欠損金が将来の税金負担額を軽減す 

ることができる範囲内で繰延税金資産を認識しております。 

当期末における繰延税金資産（繰延税金負債との相殺前）の金額は 193,698 千円で

す。 

（3） 事業構造改善引当金の計上 

      当事業年度において海外現地法人の閉鎖に向けた労使協議を開始しました。 

        当社子会社である JALPAK INTERNATIONAL (EUROPE) B.V. （以下、「JPIE 社」）、 

JALPAK INTERNATIONAL (FRANCE) S.A.S. （以下、「JPIF 社」）、ならびに EURO-

CREATIVE TOURS (U.K.) LTD. （以下、「ECT 社」）の清算に伴い将来発生すると見

込まれる金額について事業構造改善引当金として計上しております。 

本清算に伴い、JPIE 社、JPIF 社、ECT 社で将来発生する費用は、各社所在国におい

て事業所の閉鎖や従業員の退職を含めて、通常必要とされる期間に実施されると仮

定して策定した計画に基づいて算出しております。閉鎖清算手続きの遅延、清算過程

で想定していない費用の発生など計画の見直しが必要になった場合、翌事業年度以

降の計算書類において事業構造改善引当金の追加または減額が生じる可能性があり

ます。当期末における事業構造改善引当金の金額は 1,240,387 千円です。 

 

 

４．貸借対照表に関する注記 

（１）有形固定資産の減価償却累計額         100,407 千円 

 

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権                   12,777,774 千円 

短期金銭債務                       610,587 千円 

長期金銭債権                  326,400 千円 

  

 

５. 損益計算書に関する注記 

関係会社との取引高 

営業取引 

営業収益             394,099 千円 

営業費用         53,777,134 千円 

営業取引以外の取引高 

営業外収益                     33,144 千円 
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  （２）事業構造改善引当金繰入額 

      海外子会社の事業構造改善に伴い発生する費用および損失に備えるため、事業構 

      造改善引当金繰入額 1,240,387 千円を計上しております。 

 

 

６．株主資本等変動計算書に関する注記 

（１）当期末日における発行済株式の総数に関する事項 

発行済株式総数     普通株式                 83,640 株 （うち自己株式 14,973 株） 

 

（２）配当に関する事項 

① 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

              該当事項はありません。 

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの 

        該当事項はありません。 

 

 

７．税効果会計に関する注記 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金の否認等であり、繰延税金負

債の発生の主な原因は、退職給付費用等であります。 

 

 

８．金融商品に関する注記 

（１）金融商品の状況に関する事項 

金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されています。 

当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行っておりま 

す。 

関係会社株式は、関係会社への出資であり、また投資有価証券は、業務上 

の関係を有する企業の株式であり、発行体の信用リスクに晒されています。 

当該リスクに関しては、定期的に発行体の財務状況を把握しております。 

営業債務である営業未払金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では 

、日次の資金収支状況を事前に作成・確認するなどの方法により管理してい 

ます。 

営業債務に海外旅行素材の支払に伴う外貨建てのものがあり、為替変動リス 

クに晒されています。当社では、デリバティブ取引（先物予約等）をヘッジ手 

段として利用しています。 

 

（２）金融商品の時価等に関する事項 

202６年 3 月 31 日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について 

は、次のとおりです。 

なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません((注 1)をご参照く 

ださい。)。また、現金は注記を省略しており、預金、営業未収入金、短期貸付金 

、営業未払金、及び預り金については、短期間で決済されるため時価が帳簿価 
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額に近似することから、注記を省略しております。 
（単位：千円） 

 貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

長期預り営業保証金 656,550 571,505 85,044 

負債計 656,550 571,505 85,044 

 

(注１）市場価格がない株式等の関係会社株式（貸借対照表計上額 489,495 千円）、投 

資有価証券（貸借対照表計上額 17,300 千円）は、注記対象には含めておりませ 

ん。 

(注 2)長期預り営業保証金の決算日後の返還予定額 
（単位：千円） 

 １年以内 2 年以内 3 年以内 4 年以内 5 年超 

長期預り営業保証金 78,000 63,000 54,000 45,000 416,550 

合計 78,000 63,000 54,000 45,000 416,550 

 

 

９．関連当事者との取引に関する注記 

（１）親会社及び法人主要株主等 
                                                 (単位:千円) 

属性 
会社等の

名称 

議決権等の所有 

(被所有)の割合 

関連当事者

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(注 2) 
科目 

期末残高

（注 2） 

親会社 
日本航空

株式会社 

被所有 

直接(%)   97.01 
間接(%)    0.88 

航空座席の 

仕入 

国際線航空券・ 

国内線航空券の

購入等(注１) 

 

47,053,725 

営業未払金 

営業未収入金 

前払費用 

314,828 

3,519,177 

6,970,679 
    資金貸付(注 3) - 短期貸付金 8,723,504 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１)国際線航空券・国内線航空券の購入等の取引条件ないし取引条件の決定方法に 

ついては、交渉の上決定しております。 

(注２)取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費税等が含まれて 

おります。 

(注３)JAL グループが運営する CMS(キャッシュ・マネジメント・システム)による取引のた 

め、取引金額は記載を省略しております。 

また、利率については市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

 

（２）子会社及び関連会社等 
                                                                       (単位:千円) 

属性 会社等の名称 
議決権等の所有 

（被所有）の割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(注 2) 
科目 

期末残高

（注 2） 

子会社 

JALPAK 

INTERNATIONAL 

HAWAII INC. 

 

所有 

直接(%)  100.00 

 

地上施設の

仕入 

 

ホテル･バス

の仕入等

（注１） 

 

3,440,234 
 

営業未払金 

 

209,504 

子会社 

JALPAK 

INTERNATIONAL 

EUROPE B.V. 

 

所有 

直接(%)    85.37 

間接(%)    14.63 

 

資金の援助 

 

資金貸付

(注３、４) 
  - 

短期貸付金 

長期貸付金 

210,000 

291,000 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注１)ホテル・バスの仕入等の取引条件ないし取引条件の決定方法については、交渉の 

上決定しております。 



 

-7- 

 

(注２)取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。 

(注３)利率については市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

(注４)当該子会社への短期貸付金に対し当事業年度において 210,000 千円の貸倒引当 

金繰入額を計上、長期貸付金に対し当事業年度において 78,927 千円の貸倒引当

金繰入額を計上しており、当事業年度末現在、引当金残高は 501,000 千円 

   であります。 

 

 

10．１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額    206,922 円 46 銭 

１株当たり当期純損失     14,205 円 23 銭 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 


